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     （以下「契約者」という。）とさくら苑ふれあいホーム管理者 徳永 由香

（以下「事業者」という。）は、契約者が、事業者から提供される通所介護サービスを

受け、それに対する利用料金を支払うことについて、次のとおり契約（以下「本契約」

という。）を締結します。 

 

第１章 総則 

第 1条（契約の目的） 

1  事業者は、介護保険法令の趣旨に従い、契約者がその有する能力に応じ、可能な

限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、契

約者に対し、第 4条及び第 5条に定める通所介護サービスを提供します。 

2  事業者が契約者に対して実施する通所介護サービスの内容、利用日、利用時間、

費用等の事項（以下「通所介護計画」という。）は、別紙『重要事項説明書』に定

めるとおりとします。 

 

第 2条（契約期間） 

 本契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日までと

します。 

但し、契約期間満了の 2 日前までに契約者から文書による契約終了の申し入れがない

場合には、本契約は更に同じ条件で更新されるものとし、以後も同様とします。 

 

第 3条（通所介護計画の決定・変更） 

1  事業者は、契約者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が作成されている場合

には、それに沿って契約者の通所介護計画を作成するものとします。 

2  事業者は、契約者に係る居宅サービス計画が作成されていない場合でも、通所介

護計画の作成を行います。その場合に、事業者は、契約者に対して、居宅介護支援

事業者を紹介する等居宅サービス計画作成のために必要な支援を行うものとしま

す。 

3  事業者は、通所介護計画について、契約者及びその家族等に対して説明し、同意

を得た上で決定するものとします。 

4  事業者は、契約者に係る居宅サービス計画の変更、もしくは契約者及びその家族

等の要請があった場合、通所介護計画の変更の必要性を調査し、その結果、通所

介護計画の変更の必要があると認められた場合には、契約者及びその家族等と協

議して通所介護計画を変更し、変更後、契約者に対してその内容を確認するもの

とします。 

5  事業者は、通所介護計画を作成又は変更した場合には、契約者に対して当該通所

介護計画を交付するものとします。 
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第 4条（介護保険給付対象サービス） 

 事業者は、介護保険給付対象サービスとして、事業所において、契約者に対して、日常

生活上の世話及び個別機能訓練等を提供するものとします。 

 

第 5条（介護保険給付対象外のサービス） 

1  事業者は契約者との合意に基づき、介護保険給付の区分支給限度基準額を超える

通所介護サービスを提供するものとします。 

2  前項の他、事業者は、（食費、コピ－代等）のサービスを介護保険給付対象外のサ

ービスとして提供するものとします。 

3  前 2項のサービスについて、その利用料金は契約者が負担するものとします。 

4  事業者は第１項及び第 2項に定める各種のサービスの提供について、必要に応じ

て契約者の家族等に対してもわかりやすく説明するものとします。 

 

第２章 サービスの利用と料金の支払い 

第 6条（サービス利用料金の支払い） 

1  契約者は要介護度に応じて第 4条に定めるサービスを受け、重要事項説明書に定

める所定の料金体系に基づいたサービス利用料金から介護保険給付額を差し引い

た差額分（自己負担分：介護保険法に規定する利用者の介護負担割合証により 1割

または 2 割または 3 割）を事業者に支払うものとします。但し、契約者がいまだ

要介護認定を受けていない場合及び居宅サービス計画が作成されていない場合に

は、サービス利用料金をいったん支払うものとします。（要介護認定後又は居宅サ

ービス計画作成後、自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還

払い）。） 

2  第 5条に定めるサービスについては、契約者は、重要事項説明書に定める所定の

料金体系に基づいたサービス利用料金を事業者に支払うものとします。 

3  前項の他、契約者は食事代等の日常生活上必要となる諸費用実費を事業者に支払

うものとします。 

4  契約者は、前 3項に定めるサービス利用料金をサービス利用月の終了後に、支払

うものとします。 

 

第 7条（利用日の中止・変更・追加） 

1  契約者は、利用期日前において、通所介護サービスの利用を中止又は変更、もし

くは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合には、契約者は

サービス実施日の前日までに事業者に申し出るものとします。 

2  契約者は、利用期日に利用の中止を前日又は当日の朝に申し出ることとします。

但し契約者の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りではありません。 

3  事業者は、第 1項に基づく契約者からのサービス利用の変更・追加の申し出に対
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して、事業所が満員で契約者の希望する日にサービスの提供ができない場合、他

の利用可能日を契約者に提示して協議するものとします。 

4  自然災害や感染症集団発生時等、事業者の都合によりサービス提供を中止する 

  場合があります。 

 

第 8条（利用料金の変更） 

第 6 条第 1 項に定めるサービス利用料金について、介護給付費体系の変更があった場

合、事業者は当該サービスの利用料金を変更することができるものとします。 

 

第３章 事業者の義務 

第 9条（事業者及びサービス従事者の義務） 

1  事業者及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって、契約者の生命、身体、

財産の安全・確保に配慮するものとします。 

2  事業者は契約者の体調・健康状態からみて必要な場合には、事業所の医師又は看

護職員もしくは主治医と連携し、契約者からの聴取・確認の上でサービスを実施

するものとします。 

3  事業者は、契約者に対する通所介護サービスの提供について記録を作成し、それ

を保管し、契約者もしくはその代理人の請求に応じてこれを閲覧させ、複写物を

交付するものとします。 

4  事業者は、サービス提供時において、契約者に病状の急変が生じた場合その他必

要な場合は、速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるものとしま

す。 

 

第 10条（守秘義務等） 

1  事業者及びサービス従事者又は従業員は、通所介護サービスを提供する上で知り

得た契約者又はその家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。

この守秘義務は、本契約が終了した後も継続します。 

2  事業者は、契約者に医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等に契約者

に関する心身等の情報を提供できるものとします。 

3  前 2項にかかわらず、契約者に係る他の居宅介護支援事業者等との連携を図るな

ど正当な理由がある場合には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書によ

り得た上で、契約者又は契約者の家族等の個人情報を用いることができるものと

します。 

 

第４章 契約者の義務 

第 11条（契約者の施設利用上の注意義務等） 
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1  契約者は、事業所の施設、設備、敷地をその本来の用途に従って、利用するもの

とします。 

2  契約者は、事業所の施設、設備について、故意又は重大な過失により滅失、破損

汚損もしくは変更した場合には、自己の費用により原状に復するか、又は相当の

代価を支払うものとします。 

3  契約者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、契約者及びその家族

等と事業者との協議により、施設、設備の利用方法等を決定するものとします。 

 

第５章 損害賠償（事業者の義務違反） 

第 12条（損害賠償責任） 

1  事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由に

より契約者に生じた損害について賠償する責任を負います。第 10条に定める守秘

義務に違反した場合も同様とします。 

     但し、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契約者の置かれた心身の状

況を斟酌して相当と認められる時に限り、損害賠償責任を減じることができるも

のとします。 

2  事業者は、前項の損害賠償責任を速やかに履行するものとします。 

 

第 13条（損害賠償がなされない場合） 

事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ

以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

  (1) 契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意に 

これを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した

場合 

  (2) 契約者が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対して故 

意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生

した場合 

(3) 契約者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由に 

もっぱら起因して損害が発生した場合 

  (4) 契約者が、事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為にも

っぱら起因して損害が発生した場合 

 

第 14条（事業者の責任によらない事由によるサービスの実施不能） 

  事業者は、本契約の有効期間中、地震・噴火等の天災その他自己の責に帰すべからざる

事由によりサービスの実施ができなくなった場合には、契約者に対して既に実施したサ

ービスを除いて、所定のサービス利用料金の支払いを請求することはできないものとし

ます。 
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第６章 契約の終了 

第 15条（契約の終了事由、契約終了に伴う援助） 

1   契約者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに

従い事業者が提供するサービスを利用することができるものとします。 

    (1) 契約者が死亡した場合 

    (2) 要介護認定により、自立又は要支援状態と判定された場合  

       (3) 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由によ 

り事業所を閉鎖した場合 

     (4) 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

     (5) 事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

     (6) 第 16条から第 18条に基づき本契約が解約又は解除された場合 

2  事業者は、前項第 1号を除く各号により本契約が終了する場合には、契約者の心

身の状況、置かれている環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとし

ます。 

 

第 16条（契約者からの中途解約） 

1  契約者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合に

は、契約者は契約終了を希望する日の 2 日前（※最大７日）までに事業者に通知

するものとします。 

2  契約者は、以下の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することができ

ます。 

    (1) 第 8条により本契約を解約する場合 

    (2) 契約者が入院した場合   

    (3) 契約者に係る居宅サービス計画が変更された場合 

 

第 17条（契約者からの契約解除） 

契約者は、事業者もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為を行った場合

には、本契約を解除することができます。 

  (1) 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護サー

ビスを実施しない場合 

  (2) 事業者もしくはサービス従事者が第 10条に定める守秘義務に違反した場合 

  (3) 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により契約者の身体・財物・信用

等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認

められる場合 

  (4) 他の利用者が契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れ

がある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 
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第 18条（事業者からの契約解除） 

  事業者は、契約者が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除することができま

す。 

  (1) 契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意に 

これを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事

情を生じさせた場合 

  (2) 契約者による、第 6条第 1項から第 3項に定めるサービス利用料金の支払いが請

求後 3ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われな

い場合 

  (3) 契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利

用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことな

どによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 

第 19条（精算）   

 第 15 条第 1項第 2号から第 6号により本契約が終了した場合において、契約者が、す

でに実施されたサービスに対する利用料金支払義務及び第 11 条第 2 項（原状回復の義

務）その他の条項に基づく義務を事業者に対して負担しているときは、契約終了日から

すみやかに精算するものとします。 

 

第７章 その他 

第 20条（苦情処理） 

 事業者は、その提供したサービスに関する契約者等からの苦情に対して、苦情を受け付け

る窓口を設置して適切に対応するものとします。なお、苦情処理体制等の詳細については、

重要事項説明書に別紙を添付しております。 
 

第 21条（事故発生時の対応） 

 契約者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、保険者、契約者の家族、

契約者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 

第 22条（協議事項） 

本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は介護保険法

その他諸法令の定めるところに従い、契約者と誠意をもって協議するものとします。 

   

上記の契約を証するため、本書 2通を作成し、契約者、事業者が記名捺印のうえ、各 1

通を保有するものとします。 
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「指定通所介護」 

重要事項説明書 

 
 

 

 

 
当事業所はご契約者に対して通所介護サービスを提供します。事業所の概要や提供さ

れるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方

が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可

能です。 

 

１．事業者 

（１）法人名        社会福祉法人 慶明会 

（２）法人所在地     宮崎県東諸県郡国富町大字岩知野字明久３５７番地 

（３）電話番号       ０９８５－３６―６４６４ 

（４）代表者氏名     理事長  原田 一道 

（５）設立年月       昭和５８年９月１３日 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類    指定通所介護事業所・平成１１年１１月２２日指定 

           宮崎県４５７１９００１５０ 

           ※当事業所は特別養護老人ホームさくら苑に併設されています。 

（２）事業所の目的   １自立的生活の助長   ２社会的孤立感の解消 

            ３心身機能の維持向上  ４家族の身体的、精神的負担の軽減 

（３）事業所の名称     さくら苑ふれあいホーム 

（４）事業所の所在地   宮崎県東諸県郡国富町大字三名字初田２６２１番６ 

（５）電話番号         ０９８５－７５－８１５４ 

（６）事業所長（管理者）氏名   徳永 由香 

（７）当事業所の運営方針＊在宅で自立生活が出来るよう支援する 

（８）開設年月   平成２年３月１日 

（９）利用定員   ５０人（指定介護予防通所介護を含む） 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（宮崎県指定 第４５７１９００１５０号） 
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３．事業実施地域及び営業時間  

（１）事業の実施地域  

    ・国富町  ・綾町  ・宮崎市（旧田野町を除く）  ・西都市 

（２）営業日及び営業時間 

営業日        月 ～ 土（但し、１２／３１～１／３を除く） 

営業時間        ８：３０～１７：３０ 

サービス提供時間        ９：００～１７：００ 

 

４．職員の配置状況 

 当事業所では、ご契約者に対して通所介護サービスを提供する職員として、以下の職

種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 常勤換算 指定基準 

1・介護職員 ８名以上  ８名 

2・生活相談員 1名以上 １名 

3・看護職員 1名以上 １名 

4・機能訓練指導員 １名以上 １名 

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所における

常勤職員の所定勤務時間数（例：週 40 時間）で除した数です。 
（例）週 8 時間勤務の介護職員が 5 名いる場合、常勤換算では、   

1 名（8 時間×5 名÷40 時間＝1 名）となります。 
<配置職員の職種> 

  介護職員…ご契約者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言等を行 

       います。 

  生活相談員…ご契約者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

  看護職員…主にご契約者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の介 

護、介助等も行います。 

  機能訓練指導員…ご契約者の個別機能訓練を担当します。 

<主な職種の勤務体制> 

職種 勤 務 体 制 
１． 介護職員 勤務時間： ８：３０～１７：３０       ８名以上 

２． 看護職員 勤務時間： ８：３０～１７：３０       １名以上 

３． 機能訓練指導員 勤務時間： ８：３０～１７：３０       １名以上 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 
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（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

があります。 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス 

 以下のサービスについては、利用料金の大部分（９割～7割）が介護保険から給付され

ます。 

<サービスの概要> 

① 入浴 

入浴又はシャワー浴を行ないます。寝たきりの方でも機械浴槽を使用して入浴でき

ます。 

 ②排泄 
ご契約者の排泄の介助を行ないます。 

 ③個別機能訓練 
個別の計画を作成し、これに基づく適切なサービスの実施、定期的な評価と計画の見

直しを行います。 

④レクリエーション・アクティビティ 
  レクリエーションやアクティビティに参加していただくことができます。 

⑤送迎 
ご自宅と当事業所間の送迎を行います。送迎時間等につきましては、ご契約者及び  

ご家族と協議し決定します。なお、天候や事故、他の利用者の皆様の状況により、予

定時間と実際の送迎時間との間にずれが生じることがありますのでご了承ください。 

<サービス利用料金> 

 下記の料金表によって、ご契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険

給付費額を除いた金額（自己負担分：介護保険法に規定する利用者の介護負担割合証に

より 1割または 2割または 3割）をお支払い下さい。（サービスの利用料金は、ご契約者

の要介護度に応じて異なります。） 

◇通常規模型通所介護費 
通所介護サービス  所要時間３時間以上４時間未満の場合  （単位：円） 

要介

護度 

通所介護

費 

個別機能

訓練加算

(Ⅰイ) 

個別機能

訓練加算

(Ⅰロ) 

入浴介助

加算

（Ⅰ） 

入浴介助

加算

（Ⅱ） 

サービス

提供体制

強化加算

Ⅰ 

利用者負担額（１回） 

1割負担 2割負担 3割負担 

1 3,700 

560 760 400 550 220 

523 1,046 1,569 

2 4,230 576 1,152 1,728 

3 4,790 632 1,264 1,896 

4 5,330 686 1,372 2,058 

5 5,880 741 1,482 2,223 
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通所介護サービス  所要時間 4 時間以上 5 時間未満の場合    （単位:円） 

要介

護度 

通所介護

費 

個別機能

訓練加算

(Ⅰイ) 

個別機能

訓練加算

(Ⅰロ) 

入浴介助

加算

（Ⅰ） 

入浴介助

加算

（Ⅱ） 

サービス

提供体制

強化加算

Ⅰ 

利用者負担額（１回） 

1割負担 2割負担 3割負担 

1 3,880 

560 760 400 550 220 

541 1,082 1,623 

2 4,440 597 1,194 1,791 

3 5,020 655 1,310 1,965 

4 5,600 713 1,426 2,139 

5 6,170 770 1,540 2,310 

 

 

通所介護サービス  所要時間 5 時間以上 6 時間未満の場合    (単位:円) 

要介

護度 

通所介護

費 

個別機能

訓練加算

(Ⅰイ) 

個別機能

訓練加算

(Ⅰロ) 

入浴介助

加算

（Ⅰ） 

入浴介助

加算

（Ⅱ） 

サービス

提供体制

強化加算

Ⅰ 

利用者負担額（１回） 

1割負担 2割負担 3割負担 

1 5,700 

560 760 400 550 220 

723 1,446 2,169 

2 6,730 826 1,652 2,478 

3 7,770 930 1,860 2,790 

4 8,800 1,033 2,066 3,099 

5 9,840 1,137 2,274 3,411 

 

 

通所介護サービス  所要時間 6 時間以上 7 時間未満の場合    (単位:円) 

要介

護度 

通所介護

費 

個別機能

訓練加算

(Ⅰイ) 

個別機能

訓練加算

(Ⅰロ) 

入浴介助

加算

（Ⅰ） 

入浴介助

加算

（Ⅱ） 

サービス

提供体制

強化加算

Ⅰ 

利用者負担額（１回） 

1割負担 2割負担 3割負担 

1 5,840 

560 760 400 550 220 

737 1,474 2,211 

2 6,890 842 1,684 2,526 

3 7,960 949 1,898 2,847 

4 9,010 1,054 2,108 3,162 

5 10,080 1,161 2,322 3,483 
 

 

 

通所介護サービス  所要時間 7 時間以上 8 時間未満の場合     (単位:円) 

要介

護度 

通所介護

費 

個別機能

訓練加算

(Ⅰイ) 

個別機能

訓練加算

(Ⅰロ) 

入浴介助

加算

（Ⅰ） 

入浴介助

加算

（Ⅱ） 

サービス

提供体制

強化加算

Ⅰ 

利用者負担額（１回） 

1割負担 2割負担 3割負担 

1 6,580 

560 760 400 550 220 

811 1,622 2,433 

2 7,770 930 1,860 2,790 

3 9,000 1,053 2,106 3,159 

4 10,230 1,176 2,352 3,528 

5 11,480 1,301 2,602 3,903 
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通所介護サービス  所要時間 8 時間以上 9 時間未満の場合    (単位:円) 

要介

護度 

通所介護

費 

個別機能

訓練加算

(Ⅰイ) 

個別機能

訓練加算

(Ⅰロ) 

入浴介助

加算

（Ⅰ） 

入浴介助

加算

（Ⅱ） 

サービス

提供体制

強化加算

Ⅰ 

利用者負担額（１回） 

1割負担 2割負担 3割負担 

1 6,690 

560 760 400 550 220 

822 1,644 2,466 

2 7,910 944 1,888 2,832 

3 9,150 1,068 2,136 3,204 

4 10,410 1,194 2,388 3,582 

5 11,680 1,321 2,642 3,963 

 

※所要時間２時間以上３時間未満の指定通所介護を行う場合は、所要時間４時間以上５

時間未満の単位数の 100分の 70 に相当する単位数を算定致します。 

 

・各種利用料金（単位：円） 

  
加算項目 基本単位 

利用者負担額 
算定回数等 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

□ 認知症加算 60 60 120 180 １日につき 

□ 若年性認知症利用者受け入加算 60 60 120 180 １日につき 

□ 生活機能向上連携（Ⅰ） 100 100 200 300 １月につき（３月に１回を限度） 

□ 生活機能向上連携（Ⅱ） 200 200 400 600 １月につき 

□ 口腔・栄養ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ（Ⅰ） 20 20 40 60 １回につき 

□ 口腔・栄養ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ（Ⅱ） 5 5 10 15 １回につき 

□ 栄養ｱｾｽﾒﾝﾄ 50 50 100 150 １月につき 

□ 栄養改善 200 200 400 600 １回につき（月２回を限度） 

☑ 科学的介護推進体制加算 40 40 80 120 １月につき 

□ ADL 維持等加算（Ⅰ） 30 30 60 90 １月につき 

☑ 個別機能訓練加算（Ⅱ） 20 20 40 60 １月につき 

☑ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） ご利用実績に9.2％を乗じた金額 １月につき 

□ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） ご利用実績に9.0％を乗じた金額 １月につき 

□ 高齢者虐待防止措置未実施減算 ご利用実績に1％を乗じた金額を減算 １月につき 

□ 業務継続計画未実施減算 ご利用実績に１％を乗じた金額を減算 １月につき 

☆ 平成 15年 8月 1日から、国富町身体障害者デイサ－ビス事業の委託により、当該身

体障害者の方もご利用いただけます。（役場への申請が必要です） 

☆ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合及び居宅サ－ビス計画が作成されて

いない場合には、サ－ビス利用料金を一旦支払うものとします。（要介護認定後又は

居宅サ－ビス計画作成後、自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻されます） 

☆介護保険の給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額

を変更します。 
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（２）介護保険の給付対象とならないサービス 

 以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

<サービスの概要と利用料金>  

①区分支給限度基準額を超える通所介護サービス費用 
介護保険給付の区分支給限度基準額を超える通所介護サービスを利用された場合、基

準額を超えた費用は全額自己負担となります。 

② 食事の提供（食費） 
 ご契約者に提供する食事にかかる費用。 1回 ６１０円 

 ③日常生活における必要経費及び諸活動に係る費用  
おむつ代その他日常生活においても必要となる費用については実費をご負担いただ

きます。また、レクリエーション等で必要となる材料費等についても実費をご負担いた

だく場合があります。 

③ 複写物の交付 
ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要

とする場合には実費をご負担いただきます。 1枚につき 20円 

 

（３）利用料金のお支払い方法  

 各銀行.郵便局.農協からの自動引落し、又は事務所窓口にて現金支払いも出来ます。 

 

（４）利用の中止、変更、追加 

○利用予定日の前に、ご契約者の都合により、通所介護サービスの利用を中止又は変

更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサー

ビスの実施日の前日までに事業者に申し出てください。 

○利用の中止の申し出をされる場合は、利用予定日の前日又は、当日までに、必ず事業 
 者にご連絡下さい。・ デイ ７５－８１５４ さくら苑 ７５－５２１３ 
○サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者の希望す

る期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議し

ます。 
 

（５）サービスの中止 
 下記の場合、事業所の都合でサービスの提供を中止する場合があります。 

 ○自然災害等（台風、大雨、洪水、地震等） 

 ○感染症発生時等（インフルエンザ、ノロウイルス等の集団感染時） 

 ○上記以外で受け入れが困難な場合 
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６．苦情の受付について 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

（苦情処理体制等の詳細については別紙添付） 

 ○苦情受付窓口（担当者）徳永 由香 ［職名］生活相談員 

   ○受付時間   毎週月曜日～金曜日   ８：３０～１７：３０ 

○電話番号   ０９８５－７５－８１５４ 

  また、苦情受付ボックスを事務所に設置しています。 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

 

国富町役場 

介護保険担当課 

 

所在地 880-1192 東諸県郡国富町大字本庄４８００番                     

電話番号・0985-75-3111 ＦＡＸ・0985-75-7903 

受付時間 ８：００～１７：００ 

綾町役場 

介護保険担当課 

 

所在地 880-1392 東諸県郡綾町大字南俣５１５番                     

電話番号・0985-77-1111 ＦＡＸ・0985-77-2094 

受付時間 ８：００～１７：００ 

宮崎市役所 

介護保険担当課 

 

所在地 880-0001 宮崎市橘通西１－１－１                     

電話番号・0985-25-2111 ＦＡＸ・ 

受付時間 ８：００～１７：００ 

西都市役所 

介護保険担当課 

 

所在地 881-0015 西都市聖陵２－１                    

電話番号・0983-43-1111 ＦＡＸ・0983-43-2067 

受付時間 ８：００～１７：００ 

国民健康保険団体連合会 所在地 880-8581 宮崎市下原町２３１番地 1 

電話番号・0985-35-5111 ＦＡＸ・0985-25-0260 

受付時間 ８：００～１７：００ 

宮崎県社会福祉協議会 

 

所在地 880-8515 宮崎市原町 2丁目２２番地 

電話番号・0985-22-3145 ＦＡＸ・0985-27-9003 

受付時間 ８：００～１７：００ 

 

 

７．第三者による評価の実施状況 

第三者による評価の実

施状況 

１あり 実施日  

評価機関 

名称 

 

結果の開示 １あり ２なし 

２なし  
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８．事故発生時の対応 

ご契約者にするサービスの提供により事故が発生した場合は、保険者、ご契約者の家

族、ご契約者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じま

す。 

 

９．サービス提供における事業者の義務 

当事業所では、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守りま

す。 

① ご契約者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。 

② ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連

携のうえ、ご契約者から聴取、確認します。 

③ ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、保管するとともに、ご

契約者又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

④ ご契約者へのサービス提供時において、ご契約者に病状の急変が生じた場合

その他必要な場合には、速やかに主治医への連絡を行う等必要な処置を講じ

ます。 

⑤ 事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知

り得たご契約者又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩

しません。又、退職後も遵守します。（守秘義務） 

⑥ ただし、ご契約者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等にご

契約者の心身等の情報を提供します。 

⑦ 事業者は入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助技術の向上や利用者の居宅におけ

る自立した入浴の取組を促進する観点から入浴介助に関する研修を行います。 

 

10.人権擁護・虐待防止に関する取組 

（１）認知症に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置について 

当該事業では人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、 

従業員に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとし直接介護に関わる全ての職員 

（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法第８条第 2項に規定する

政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く）に対し、認知症介護

に係る基礎的な研修を実施しています 

 

（２）虐待の防止に係る措置について 

当事業所では虐待の発生またはその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じ

るものとします 
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① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置の活用可能）を定期的

に開催するとともに、その結果について職員に周知徹底を図ることとします。 

② 虐待の防止のための指針を整備します 

③ 職員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施することとします 

（年二回以上実施するとともに、新規採用時は必ず実施） 

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者と置くこととします。 

 

サービス提供中に、当該施設職員または養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する

もの）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合には、速やかにこれを保険

者や必要機関へ通報するものとします 

 

（３）身体拘束等の適正化に関する事項について 

当該職員はサービスの提供にあたっては、利用者の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはならな

いこととします。なお、緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録することとします。 

・当該事業所は身体拘束等の適正化を図るため、次の各号に措置を講じるものとします 

① 身体拘束等の適正化を図るための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の

情報通信機器の活用可能）を３か月に１回以上開催するとともに、その結果について介

護職員その他の職員に周知徹底を図ります 

② 身体拘束等の適正化のための指針を整備します 

③  介護職員その他の職員に対し、身体拘束適正化のための研修を定期的に実施します 

 

11．業務継続計画の策定等 

（１）非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するため、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画（BCP）を策定し、当該業務計

画に沿った必要な措置を講じます。 

（２）感染症が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を

構築するため、業務継続計画（BCP）を策定し、感染症または食中毒が発生した際に、当該業

務計画に沿った対応をします。 

（３）職員に対し業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に

実施します 

（４）定期的に業務計画の見直しを行い、必要に応じて変更を行います 

（１号,２号,３号,４号は令和７年３月３１日まで経過措置あり） 
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12．サービスの利用に関する留意事項 

（１）施設・設備の使用上の注意 

○施設、設備、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

○故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊した

り、汚したりした場合には、ご契約者に自己負担により原状に復していただくか、又

は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

○当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利

活動を行うことはできません。 

○当事業所の職員や他の利用者に対し、薬やお菓子等のやりとり、品物のやりとり、現

金の貸し借りについても行うことはできません。ご家族へ連絡を差し上げる場合があ

ります。 

（２）喫煙 

 事業所内の喫煙スペース以外での喫煙はできません。  
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個人情報の使用に係る同意書 

 

  以下に定める条件のとおり、さくら苑ふれあいホームが、私および家族の個人情報を下記の利用目

的の必要最低限の範囲内で使用、提供、または収集することに同意します。 

 

１．利用期間 

   介護サービス提供に必要な期間及び契約期間に準じます。 

 

２．利用目的 

   （１）利用者に関わる介護計画（ケアプラン）を立案し、円滑にサービスが提供されるために実

施するサービス担当者会議での情報収集のため 

     （２）医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体（保険者）、 

その他社会福祉団体等との連絡調整のため 

  （３）利用者が、医療サービスの利用を希望している場合および主治医等の意見を求める必要の

ある場合 

  （４）当事業所内のカンファレンスのため 

  （５）行政の開催する評価会議、サービス担当者会議での情報収集のため 

  （６）当事業所に関する外部取材（新聞、テレビ、ラジオ等）のため 

（７）事業所内および当事業所が発行する広報誌への氏名、写真掲載のため 

（８）当事業所が受け入れた実習生のケース情報収集のため 

（９）その他サービス提供で必要な場合 

（１０）上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合 

 

３．使用条件 

  （１）個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供に関わる目的以外決して利用しない。 

     また、利用者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後においても、 

     第三者に漏らさない。 

  （２）個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば開示す

る。 
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【利用時リスク説明書】 
 

 
                        

 当施設では、安全な環境作りに努めておりますが、利用者の身体状況や病気に

伴う様々な症状が原因により、下記の危険性が伴うことを十分にご理解下さい。 

 

《高齢者の特徴に関して》 

 

□ 歩行時の転倒、ベッドや車椅子からの転落等による骨折・外傷、頭蓋内損傷

の恐れがあります。 

□ 当施設では原則的に拘束を行わないことから、転倒・転落による事故の可能

性があります。 

□ 高齢者の骨はもろく、通常の対応でも容易に骨折する恐れがあります。 

□ 高齢者の皮膚は薄く、少しの摩擦で表皮剥離ができやすい状態にあります。 

□ 高齢者の血管はもろく、軽度の打撲あっても、皮下出血が出来やすい状態に

あります。 

□ 加齢や認知症の症状により、水分や食物を飲み込む力が低下します。誤嚥・

誤飲・窒息の危険性が高い状態にあります。 

□ 高齢者であることにより、脳や心臓の疾患により、急変・急死される場合も

あります。 

□ 離設に関しては十分配慮してはおりますが、身体拘束となる為出入り口の施

錠はしておりません。 

□ 本人の全身状態が急に悪化した場合、緊急に病院へ搬送を行うことがありま

す。 

 

なお、説明でわからないことがあれば、遠慮なくお尋ねください。 
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【携帯電話等使用について説明書】 
 

さくら苑ふれあいホーム 
 

 

                        

 当施設では、携帯電話端末（スマホ・タブレット等）の使用を下記のルールで

使用可能としております。使用場所とマナーを守っていただき、周囲の方々の迷

惑とならないようご協力をお願いいたします。 

 

 

・携帯電話の管理は自己管理といたします。紛失、水没、破損等自己責任といた

します。 

・施設内ではマナーモードに切り替え操作音が出ないようにお願いします。 

・通話場所は決められた場所とします。 

・大声による通話や長電話など業務の妨げや他の利用者の妨げにならないようご

配慮ください。 

・歩きながらの使用（歩きスマホ）は危険なためご遠慮ください。 

・カメラ、動画、録音機能の使用はご遠慮ください。 

・家族写真、動画の撮影を希望される方は、職員までご相談ください。許可を得

た撮影においても、他の利用者様や職員が写りこまないようご配慮ください。 

・利用者様や職員のプライバシー、および施設内における個人情報保護のため、

無断でカメラ・デジタルカメラ・携帯電話等による撮影・録音すること、ブロ

グ・ツイッター・ＳＮＳ等に投稿することはご遠慮ください。 

・携帯電話、スマホ、タブレット等でラジオやテレビを利用の場合はイヤホンを

ご利用ください。 

 

職員は円滑に業務が行えるよう低電磁波で影響の少ない医療用 PHS を使用

しています。業務上必要な場合は携帯電話での通話もさせていただきます。 

 

なお、説明でわからないことがあれば、遠慮なくお尋ねください。 

  



 

 

さくら苑ふれあいホームを利用するにあたり、利用契約書・重要事項説明書を受理

し、これらの内容に関して、担当者による説明を受け、これらを十分に理解した上で

同意し、さくら苑ふれあいホーム利用を申し込みます。 

 

 

 

令和   年   月   日 

 

法 人 名  社 会 福 祉 法 人  慶 明 会 

法人所在地  東諸県郡国富町大字岩知野字明久３５７番地 

 

理事長  原田 一道     印 

 

 

事業者住所 東諸県郡国富町大字三名字初田２６２１番６ 

事業者名  さくら苑ふれあいホーム          

 

管理者  徳永 由香     印 

 

 

 

 

            契約者 住所                    

 

                氏名                    

 

 

身元引受人 住所                    

         （家族代表） 

氏名                    



　提供したサービスに関する利用者様及びご家族等からの苦情に、迅速かつ適切に対応する

ために、苦情を受け付ける窓口を設置しています。

一．苦情解決責任者　：　　　徳永　由香　　（管理者）

　　苦情解決担当者　：　　　野﨑　加那子　（生活相談員）～　通所介護

一．対応窓口　　　　：　直接相談又は、苦情受付ボックスを事務所に設置しています。

　　受付時間　　　　：　８：３０～１７：３０

一．苦情解決体制　　：　苦情を受けた場合、速やかに苦情解決責任者と担当者、事務長、

　　　　　　　　　　　　生活相談員、苦情に関して直接対応した職員を含めて、苦情内容

　　　　　　　　　　　　の確認を行ないます。

　　　　　　　　　　　　利用者様の苦情の内容に関して、その旨を充分理解し、相談・苦情

　　　　　　　　　　　　に対して迅速に対応します。（申出者に説明報告を行ないます）

一．苦情内容の記録を行ない、必要に応じて関係機関への連絡を行ないます。

苦情処理の事業所内手順

(重要事項説明書 付属文書）


